
人口河′)と少子高齢化社会の到来

我が国の人口は、2008年 (平成20年)をピークに減少傾向になりましたが、本県で
は、その約 50年前から人口減少がはじまり、1960年 (昭和35年)の 176万人をピ
ークに、2015年 (平成27年)においては、137万 7千人まで減少しています。
国立社会保障。人口問題研究所の調査結果によると、今後、何ら対策を講じなければ、本県

の人口は、2045年頃には100万人を下回り、2060年には80万人を割り込むと予測
されています。

また、少子高齢化が一層進み、2040年には2015年と比較すると、年少人口 (15
歳剰詢 は13%から10.4%に減少する一方で、老年人口 (65歳以上)は29.6%
から39.3%に増加する見込みです。
その後も少子高齢化が進行し、2060年には、人口の約40%の老年人口に対し、年少人
甲は10%を下回る見通しとなつています。
少子高齢化の進行は、生産午齢人口の減少や経済成長の停滞等、社会の存立基盤に関わる問

題であり、その克服は喫緊の課題であることから、本県では、平成27年 10月「長崎県まち・
ひと。しごと創生総合戦略」を策定し、直面する人口減少の克服や地方創生に向けた取組等を

総合的に推進しています。

本県人口の推移
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■ グロー′Wレ化の進展

世界は、グローバル化が急速に進展し、人。モノ。情報等が国境を越えて行き交い、日ま

ぐるしい変化と競争の中にあります。

また、新興国の台頭による国際競争の激化、生産拠点の海外移転等、我が国を取り巻く経

済環境は厳しさを増しています。

このような中、グローノシ粥豊鉾に活躍する人材を育成するためには、外国語によるコミュニ

ケーション能力のほか、我が国と郷土に誇りを持ち、異文化に対する理解を深め、異なる文化

を持つ人々と協調していく態度を身に付けさせることが重要で現

本県は、これまで海外との長い交流の中で築いてきた深い友好と信頼関係があります。

国におけるビザ要件の緩和や消費税免税制度の拡充などの取組により、本県においては、

国際航空路線の再開や、クルーズ客船の寄港数が毎年増加するなど、延べ宿泊人数にして年

間120万人超の外国人が訪れ、在留外国人も急増していま丸
こうした地理的、歴史的な優位性を活かし、成長著しいアジアを中心とした海外へのゲート

ウェイ (玄関口)と しての取組を推進しており、「世界に通用する長崎県づくり」の一翼を

担う人づくりは、本県の産業振興や地域の活性化を図る上でも有効であると考えられます。

在留外国人の推移 本県の外国人観光客 (宿泊客)の動向

(出典:        砲鎖産業省刀 (出典:獅 修翼瀕暇洸振興調 )

■  急速な技術革新

技術革新に基づくイノベーションが、社会に大きな変革をもたらす時代が到来しています。

近年、ICTの急速な進化により、あらゆるものがインターネットに接続し、これまでとは
スケールの異なるデータを収集、蓄積することが可能となることで、データの解析・処理技術

が飛躍的に向上し、活用の幅が拡大しています。

I oTやビッグデータ、AIなどの進展は「第4次産業革命」とも言われ、社会や生活を大き
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く変えていく「超スマート社会の実現 (Society5.0)」 の到来が予想されています。

国においても、「科学技納rノベーション総合戦略2017」 において、世界に先駆けて超ス

マート社会の実現を重要事項とし、未来に果敢に挑戦する人材の育成強化を掲げています。

超スマート社会の時代では、現行の仕事が人工知能やロボット等に代替されるなど、産業構

造や雇用環境の変革がもたらされることが予想されます。

このような中、自ら主体的に多様な人々と協働しながら、新たな価値を創造できる人材育

成が求められます。

AI(人 工知能)の及ぼす仕事への影響 AI(人 工知能)の活用が一般化する時
代で求められる能力 (全国)

人々が行っている仕事は、すべてAI(人工知
ることができる ]ミュニケーション能力やヨーチツグなどの対大関係能力 3519%

6.2%

情報収案能力や線 決協力、鯉的勝などの報 行能力 27う %人々

べてAI
わること 辞力樫肋、表現力などの襲的豪養

チャレツジ精神や主体低行動、洞享功などの人間的資貫

値発想力や目離

23お %

24.3%

21酬

その他 19%

(出典 :平成27年 ICT軸 縮媚 と働き方lttlゴす隣 lこ日け る勘 帥 )

Ⅱ 同度情報化の進展

国の調査結果では、インターネット利用者数 (推計)は、平成28年に1億 84万人となり、
インターネット利用者の割合は83.5%と年々増加しています。
一方、12歳以上のインターネット利用者のうち、インターネットを利用して「不安を感じる」
または「どちらかといえば不安を感じる」と答えた割合は61.6%で、利用者の半数以上が
何らかの不安を感じています。

スマートフォンヽミ琥 帯電話等を保有する児童生徒も多く、パノコンや携帯電話等で、誹謗

中傷やいじめなどを受けるといつた問題も生じています。

インターネットに代表される情報通信技術は、国内外の多くの情報を入手でき、人と人との

コミュニケーションの活性化をもたらすなど、我々の生活には欠かせないものとなっている一

方で、情報セキュリティや情報モラルなどの対応が重要となっています。

児童生徒にとつても、スマートフォンやゾーシャル Bネットワーキング・サービス (SN
S)の急速な普及により、ネット犯罪に巻き込まれたり、「ネット依存症」や「ネット上のい

じめ」などの問題も生じており、事態はより深刻化しています。

ll



インターネツト利用上の不安
の有無 (全国の12歳以上)

どちらか

安を感

(出典 :平成 28寄司割信和研醜励備月晒璧 際制財9)

インターネット利用で感じる
不安の内容
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パノコンや携帯電話等で、ひぼうB中傷や嫌なことをされると答えた子どもの割合 (全国)
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我が国のl経済は、平成20年秋のリーマンションクで急速に悪化した状況を克服し、企業
の生産活動が改善する中で企業収益も改善し、平成28年には完全失業率が3.1%、 有効求
人倍率が2.08%となるなど、雇用情勢は着実に改善傾向にあります。
本県においても、景気が緩やかな回復基調にある中、「長崎県短期経済観測調査」 (日本銀

行長崎支店)では、県内の多くの企業において人手不足感が強い状態が続いています。
一方、グローバル化や ICTをはじめとする技術革新の進展による企業を取り巻く競争環境
の変化や、終身雇用などのかつての雇用慣行が変容する中、雇用形態が多様化し、′く―トタイ

ム、派遣社員など非正規雇用者の割合は依然として高い状態にあります。

(出典 :坂魁留留急の            諸問題に日け る誰 申 )
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就業率と完全失業率の推移 (全国) 救 碑 の推移

(競楽率 :,6) (完全央表‡ :%)
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価値観や生活様式の多様化

少子高齢化や核家族化、都市化などの社会の急激な変化を背景として、物質的・金銭的な豊

かさよりも、心の豊かさを求め、健康で生きがいのある人生を過ごし、自己実現を図ることを

求める傾向へ変化しつつあるなど、人々の価値観やライフスタイルは多様化しています。

一方で、人間関係が希薄化し、地域の大人が地域の子どもたちの成長に関心を払わなくな

つているため、地域社会での支え合いによるセーフティネット機能が低下しているなどの指摘

もあります。

また、本県においても一世帯当たり

の人員は、昭和40年代前半は4人を
超えていましたが、核家族化が進行し、

平成27年には2.37人まで減少し
ており、子育て家庭の社会的な孤立や、

親が身近な人から子育てを学ぶ機会の

減少など家庭教育環境に変化をもたら

しています。

このような状況が、子どもの基本的

な生活習慣や態度に影響を及ぼすこと

で、規範意識や人間関係を築く力の低

下を招くなど、教育上の課題になつて

いることから、地域の教育力向上を図

つていく必要があります。

これからは心の豊かさ、物の豊かさか (全国)
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本県の世帯人員別世帯の割合
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貧困の連鎖

近年、経済的な理由等により、就学援助を受けている小中学生の割合は増加し、本県では

17%台と全国平均の15%台を上回つており、他の都道府県と比較しても高い状況にありま
丸

また、家庭の経済状況や環境等により、子どもたちの進学機会や学力等に差が生じていると

いう指摘があります。教育格差が原因となつて就職等にも影響し、生涯賃金などの経済的格差

の拡大や、社会の階層化を招くなど、貧困の連鎖につながることが危惧されています。
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人生 100年時代

我が国の平均寿命は年々伸び続けており、平成28年には、男性は80.98歳で、女性は
87.14歳 となり、平成2年からの26年間で男性は5,06歳、女性は 5。 24歳伸びて
おります。さらに、2065年には、男性は84.95歳、女性は91.35歳になると予測
されています。

長寿社会においては、全ての人々が健康で生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりが

求められるとともに、高齢者が経験や知識を生かし、社会参画や地域貢献の役割を担うことが

期待されています。

「人生100年時代」を見据えて、豊かに生きるために、それぞれのライフステージ電応じ
た知識、技能を身に付けることができる環境づくりが求められています。

平均寿命の年次推移

(出典 :平成 28年簡易生命表  (厚生
―
))
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持続可能な開発

世界には、環境、貧困、人権、平和、開発といつた様々な問題があります。持続可能な開発

のためには、地球規模の課題を自分のこととして捉え、その解決に向けて自分で考え行動を起

こす力を身に付けることが重要です。

我が国では、国連持続可能な開発のための教育 (ESD)の 10年 (2005～ 2014)
の提唱国として、ユネスコスクールをESDの推進拠点として位置付けて、その推進に取り組
んでいます。

ESDの推進にあたつては、2015年の持続可能な開発目標 (SDGs)、 2017年の
学習指導要領など関連の深い指針が示され、育みたい力として、持続可能な開発に関する価値

観 (人間の尊重、多様性の尊重、非排他性等、環境の尊重等)、 体系的な思考力 (問題や現象

の背景の理解、多面的かつ総合的なものの見方)、 代替案の思考力 (批判力)、 デエタや情報

の分析能力、コミュニケーション能力、リーダーシンプの向上が挙げられています。

学校が、地域の多様な関係者 (教育委員会、大学、企業、NPo、 社会教育施設など)との

協働によるESDの深化を図る様々な取組を通じて、持続可能な社会づくりの担い手を育成す
る必要があります。

持続可能な開発目標 (SDGs)
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